
【表紙】
　
【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成25年３月11日

【四半期会計期間】 第22期第２四半期（自  平成24年11月１日  至  平成25年１月31日）

【会社名】 テックファーム株式会社

【英訳名】 Techfirm Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長    千原  信悟

【本店の所在の場所】 東京都新宿区大久保一丁目３番21号

【電話番号】 03－3200－2012（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役CFO    永守  秀章

【最寄りの連絡場所】 東京都新宿区大久保一丁目３番21号

【電話番号】 03－3200－2012（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役CFO    永守  秀章

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号）

　 

EDINET提出書類

テックファーム株式会社(E05742)

四半期報告書

 1/19



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第21期

第２四半期累計期間
第22期

第２四半期累計期間
第21期

会計期間
自  平成23年８月１日
至  平成24年１月31日

自  平成24年８月１日
至  平成25年１月31日

自  平成23年８月１日
至  平成24年７月31日

売上高 （千円） 1,194,505 1,721,748 2,745,073

経常利益 （千円） 86,663 40,320 260,283

四半期（当期）純利益 （千円） 50,263 20,593 133,112

持分法を適用した場合の投

資利益
（千円） － － －

資本金 （千円） 321,035 621,005 621,005

発行済株式総数 （株） 23,790 31,870 31,870

純資産額 （千円） 939,581 1,557,732 1,612,866

総資産額 （千円） 1,454,164 2,193,949 2,442,172

１株当たり四半期（当期）

純利益
（円） 2,213.59 684.88 5,311.74

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） 2,206.20 683.36 5,296.53

１株当たり配当額 （円） － － 1,400

自己資本比率 （％） 64.4 70.5 65.8

営業活動によるキャッシュ

・フロー
（千円） 94,330 △26,829 154,437

投資活動によるキャッシュ

・フロー
（千円） 11,120 △138,205 1,980

財務活動によるキャッシュ

・フロー
（千円） △68,133 △98,961 493,898

現金及び現金同等物の四半

期末（期末）残高
（千円） 661,500 1,013,200 1,275,082
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回次
第21期

第２四半期会計期間
第22期

第２四半期会計期間

会計期間
自  平成23年11月１日
至  平成24年１月31日

自  平成24年11月１日
至  平成25年１月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 1,559.69 1,240.48

（注）１  当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３  持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社は存在しますが、損益等からみて重要性が乏しいた

め記載しておりません。

　

２【事業の内容】

  当第２四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

  当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等

のリスクについての重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

  当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　

(1）業績の状況

当第２四半期累計期間におけるわが国の経済は、東日本大震災からの復興需要を背景に一部回復の動きが続いて

おり、さらに12月の政権交代による景気対策への期待から円安と株価の回復基調がみられるものの、欧州の債務危

機問題に起因する海外経済の減速、新興国の成長鈍化の傾向等により、依然として先行き不透明な状況が続いてお

ります。

当社が属する情報サービス業界におきましても、クラウドサービス、アウトソーシング対応等へのニーズが高ま

り、企業のIT投資に一部回復が見られるものの、投資意欲の十分な回復には至っておらず、引き続き厳しい状況

が続いております。しかしながら、携帯電話市場にあっては、スマートフォン及びタブレット端末の普及に伴い、

今後もそれら端末を活用するソリューション・サービス展開に対する需要は大きく拡大していくものと見込まれ

ま

す。

このような状況のもと、当社は顧客のOnly Oneパートナーを目指し、コンサルティングから開発、運用・保守サ

ービスまでのワンストップソリューションの提供、顧客企業のITサービス・ITソリューションの具現化に向けた企

画・提案力を強化し、売上の拡大に取り組んでまいりました。その結果、既存顧客との関係強化による受注拡大に

より売上高は前年同四半期と比較して大幅な増収となりました。

利益につきましては、継続的な稼働管理の徹底による生産性の向上に努めコストの圧縮に取り組んだものの、売

上拡大及び大規模なワンストップソリューションを展開するための組織体制、パートナーシップの確立への投資、

また、一部開発案件における不採算案件の発生により、前年同四半期と比較して減益となりました。

  上記により当第２四半期累計期間の業績は、売上高は1,721,748千円（前年同四半期比44.1％増）、営業利益は

41,478千円（前年同四半期比53.8％減）、経常利益は40,320千円（前年同四半期比53.5％減）、四半期純利益は

20,593千円（前年同四半期比59.0％減）となりました。

  　

(2）財政状態の分析

（資産）

流動資産は、前事業年度末に比べ282,617千円減少し、1,850,288千円となりました。この主な要因は、有価証券

が100,000千円、仕掛品が36,626千円増加したものの、現金及び預金が357,980千円、受取手形及び売掛金が

69,653千円減少したことによるものであります。

固定資産は、前事業年度末に比べ36,052千円増加し、335,996千円となりました。この主な要因は、減価償却費によ

り有形固定資産が8,060千円減少したものの、事業譲受に伴い投資その他の資産が22,346千円、無形固定資産が

21,766千円増加したことによるものであります。

繰延資産は、前事業年度末に比べ1,658千円減少し、7,664千円となりました。この主な要因は、株式交付費及び社

債発行費の償却によるものであります。

以上の結果、当第２四半期会計期間末における資産合計は、前事業年度末に比べ248,223千円減少し、2,193,949千

円となりました。

　

（負債）

  流動負債は、前事業年度末に比べ179,542千円減少し、567,016千円となりました。この主な要因は、未払金、前受金

等の減少によりその他が92,480千円、未払法人税等が83,747千円、賞与引当金が13,394千円減少したことによるも

のであります。

  固定負債は、前事業年度末に比べ13,547千円減少し、69,199千円となりました。この主な要因は、社債が10,000千

円、リース債務の減少によりその他が3,653千円減少したことによるものであります。

  以上の結果、当第２四半期会計期間末における負債合計は、前事業年度末に比べ193,090千円減少し、636,216千円

となりました。
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（純資産）

  純資産は、前事業年度末に比べ55,133千円減少し、1,557,732千円となりました。この主な要因は、自己株式の取得

40,064千円、平成24年7月期の期末配当を行ったことにより利益剰余金が22,187千円減少したことによるものであ

ります。

　

(3）キャッシュ・フローの状況

  当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前事業年度末に比べ261,882

千円減少し、1,013,200千円となりました。

  当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  当第２四半期累計期間において営業活動の結果使用した資金は、26,829千円（前年同四半期は94,330千円の獲

得）となりました。

  この主な内訳は、売上債権の減少額69,653千円、税引前四半期純利益計上額38,093千円、受注損失引当金の増加額

23,800千円、のれん償却額14,995千円による資金の増加、法人税等の支払額100,822千円、たな卸資産の増加額

52,441千円、前受金の減少等によるその他の減少額26,086千円による資金の減少であります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

  当第２四半期累計期間において投資活動の結果使用した資金は、138,205千円（前年同四半期は11,120千円の獲

得）となりました。

  この主な内訳は、事業譲受による支出137,865千円による資金の減少であります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

  当第２四半期累計期間において財務活動により使用した資金は、98,961千円（前年同四半期は68,133千円の使

用）となりました。

  この主な内訳は、配当金の支払額42,448千円、自己株式の取得による支出40,462千円、社債の償還による支出

10,000千円の資金の減少であります。

　

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

  当第２四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。

　

(5）研究開発活動

  当第２四半期累計期間の研究開発費の総額は20,457千円であります。

  なお、当第２四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 85,000

計 85,000

　

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成25年１月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成25年３月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 31,870 31,870
大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ（グロース）
（注）２

計 31,870 31,870 － －

（注）１  「提出日現在発行数」欄には、平成25年３月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は、含まれておりません。

２  権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。なお、当社は単元株制度を採用してい

ないため、単元株式数はありません。

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

  該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成24年11月１日～

平成25年１月31日
－ 31,870 － 621,005 － 581,005
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（６）【大株主の状況】

　 平成25年１月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

MCPシナジー１号投資事業有限責任

組合

東京都千代田区平河町二丁目16番15号

北野アームス10階
8,080 25.35

筒井  雄一朗 東京都目黒区 2,280 7.15

小林  正興 東京都大田区 2,140 6.71

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町一丁目４番地 1,813 5.69

株式会社読売新聞東京本社 東京都中央区銀座六丁目17番１号 1,320 4.14

志村  貴子 東京都目黒区 1,150 3.61

株式会社ドコモ・ドットコム 東京都港区赤坂一丁目７番１号 1,000 3.14

山村  慶子 東京都港区 849 2.66

山村  美寿寿 東京都港区 681 2.14

株式会社SBI証券 東京都港区六本木一丁目６番１号 641 2.01

計 － 19,954 62.61

（注）  当社は平成25年１月31日現在、自己株式1,929株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合6.05％）を保有

しておりますが、当該自己株式には議決権がないため、上記「大株主の状況」からは除外しております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成25年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

  普通株式      1,929
－ （注）

完全議決権株式（その他）   普通株式     29,941 29,941 （注）

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 31,870 － －

総株主の議決権 － 29,941 －

（注）  権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。なお、当社は単元株制度を採用していな

いため、単元株式数はありません。

　

②【自己株式等】

 平成25年１月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

テックファーム株式会社

東京都新宿区大久保一丁目

３番21号
1,929 － 1,929 6.05

計 － 1,929 － 1,929 6.05

　

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

  当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

  当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成24年11月１日から平成25年

１月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成24年８月１日から平成25年１月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。

 

３  四半期連結財務諸表について

  当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

 

EDINET提出書類

テックファーム株式会社(E05742)

四半期報告書

 9/19



１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成24年７月31日)

当第２四半期会計期間
(平成25年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,271,180 913,200

受取手形及び売掛金 768,552 698,899

有価証券 － 100,000

仕掛品 9,086 ※1
 45,712

原材料及び貯蔵品 327 470

その他 86,446 93,706

貸倒引当金 △2,687 △1,700

流動資産合計 2,132,905 1,850,288

固定資産

有形固定資産 62,487 54,427

無形固定資産 92,184 113,950

投資その他の資産

その他 145,953 168,300

貸倒引当金 △682 △682

投資その他の資産合計 145,271 167,618

固定資産合計 299,944 335,996

繰延資産

株式交付費 7,321 5,948

社債発行費 2,001 1,715

繰延資産合計 9,322 7,664

資産合計 2,442,172 2,193,949
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（単位：千円）

前事業年度
(平成24年７月31日)

当第２四半期会計期間
(平成25年１月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 140,674 142,824

短期借入金 ※2
 150,000

※2
 150,000

未払法人税等 105,300 21,552

賞与引当金 39,660 26,266

製品保証引当金 17,300 17,100

受注損失引当金 － 8,128

その他 293,624 201,144

流動負債合計 746,558 567,016

固定負債

社債 50,000 40,000

資産除去債務 18,037 18,143

その他 14,710 11,056

固定負債合計 82,747 69,199

負債合計 829,306 636,216

純資産の部

株主資本

資本金 621,005 621,005

資本剰余金 581,005 581,005

利益剰余金 475,255 453,067

自己株式 △64,806 △104,870

株主資本合計 1,612,459 1,550,207

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △6,575 △3,632

評価・換算差額等合計 △6,575 △3,632

新株予約権 6,983 11,158

純資産合計 1,612,866 1,557,732

負債純資産合計 2,442,172 2,193,949
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成23年８月１日
　至　平成24年１月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成24年８月１日
　至　平成25年１月31日)

売上高 1,194,505 1,721,748

売上原価 669,634 1,205,157

売上総利益 524,870 516,590

販売費及び一般管理費 ※1
 435,077

※1
 475,112

営業利益 89,793 41,478

営業外収益

受取利息 129 186

受取配当金 757 757

為替差益 － 2,114

貸倒引当金戻入額 － 987

その他 669 755

営業外収益合計 1,555 4,801

営業外費用

支払利息 2,156 1,852

支払手数料 1,612 2,280

株式交付費償却 － 1,372

その他 916 453

営業外費用合計 4,684 5,958

経常利益 86,663 40,320

特別損失

固定資産除却損 － 11

のれん償却額 － ※2
 2,215

特別損失合計 － 2,226

税引前四半期純利益 86,663 38,093

法人税等 36,400 17,500

四半期純利益 50,263 20,593
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成23年８月１日
　至　平成24年１月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成24年８月１日
　至　平成25年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 86,663 38,093

減価償却費 19,776 12,584

のれん償却額 － 14,995

固定資産除却損 － 11

有価証券償還損益（△は益） 105 －

株式報酬費用 2,087 4,175

貸倒引当金の増減額（△は減少） △771 △987

賞与引当金の増減額（△は減少） 12,463 △13,394

製品保証引当金の増減額（△は減少） 7,000 △200

受注損失引当金の増減額（△は減少） － 23,800

受取利息及び受取配当金 △886 △944

支払利息 2,156 1,852

為替差損益（△は益） 499 △2,114

売上債権の増減額（△は増加） 72,364 69,653

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,510 △52,441

仕入債務の増減額（△は減少） △19,779 2,150

未払消費税等の増減額（△は減少） △15,708 5,089

その他 △51,209 △26,086

小計 116,271 76,238

利息及び配当金の受取額 886 935

利息の支払額 △3,255 △3,181

法人税等の支払額 △19,571 △100,822

営業活動によるキャッシュ・フロー 94,330 △26,829

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の償還による収入 50,000 －

有形固定資産の取得による支出 △6,260 △270

無形固定資産の取得による支出 △2,122 －

事業譲受による支出 － △137,865

投資有価証券の取得による支出 △30,796 －

差入保証金の回収による収入 300 －

差入保証金の差入による支出 △64 △300

その他 64 229

投資活動によるキャッシュ・フロー 11,120 △138,205
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（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成23年８月１日
　至　平成24年１月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成24年８月１日
　至　平成25年１月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △30,000 －

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △3,351 △3,499

社債の償還による支出 △10,000 △10,000

自己株式の取得による支出 － △40,462

配当金の支払額 △22,280 △42,448

その他 △2,501 △2,552

財務活動によるキャッシュ・フロー △68,133 △98,961

現金及び現金同等物に係る換算差額 △499 2,114

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 36,818 △261,882

現金及び現金同等物の期首残高 624,682 1,275,082

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 661,500

※
 1,013,200
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【会計方針の変更】

（減価償却方法の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期会計期間より、平成24年８月１日以後に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

この変更による損益に与える影響は軽微であります。　

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

（税金費用の計算）

  税金費用については、当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計

算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。

　

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

※１ たな卸資産及び受注損失引当金の表示

損失が見込まれる受注制作のソフトウエア開発契約に係るたな卸資産と受注損失引当金は、相殺表示して

おります。相殺表示したたな卸資産に対応する受注損失引当金の額は次のとおりであります。

　
前事業年度

（平成24年７月31日）
当第２四半期会計期間
（平成25年１月31日）

仕掛品に係るもの －千円 15,671千円

計 － 15,671

　　

※２ コミットメントライン及び財務制限条項 

当社は、資金調達枠の確保を目的とし、取引銀行１行とバイラテラル方式によるコミットメントライン契

約を締結しております。この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。 

　
前事業年度

（平成24年７月31日）
当第２四半期会計期間
（平成25年１月31日）

融資枠設定金額 300,000千円 300,000千円

借入実行残高 150,000 150,000

差引残高 150,000 150,000

　

前事業年度　

上記のコミットメントライン契約には、次の財務制限条項が付されております。

・決算期（第２四半期を含む）の末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額を、前年同期

比75％以上に維持すること

・決算期（第２四半期を含む）における単体の損益計算書における営業損益及び経常損益を損失となら

ないようにすること

・決算期（第２四半期を含む）の末日における単体の貸借対照表上の借入依存度を60％以下に維持する

こと

　

当第２四半期会計期間　

上記のコミットメントライン契約には、次の財務制限条項が付されております。

・決算期（第２四半期を含まない）の末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額を、前年

同期比75％以上に維持すること

・決算期（第２四半期を含まない）における単体の損益計算書における営業損益及び経常損益を損失と

ならないようにすること

・決算期（第２四半期を含まない）の末日における単体の貸借対照表上の借入依存度を60％以下に維持

すること
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（四半期損益計算書関係）

※１  販売費及び一般管理費の主なもの

 
前第２四半期累計期間
（自  平成23年８月１日
至  平成24年１月31日）

当第２四半期累計期間
（自  平成24年８月１日
至  平成25年１月31日）

給料及び手当 126,482千円 162,811千円

賞与引当金繰入額 17,323 7,023

貸倒引当金繰入額 1,898 －

　

※２  のれん償却額の内容は、追加的に認識したのれんを企業結合日時点で認識されたものと仮定して計算し

た、追加認識する事業年度以前に対応する償却額であります。

　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期累計期間
（自  平成23年８月１日
至  平成24年１月31日）

当第２四半期累計期間
（自  平成24年８月１日
至  平成25年１月31日）

現金及び預金 641,317千円 913,200千円

証券会社預け金

（流動資産「その他」）
20,183 －

取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する譲渡性預金（有価証券）　
－ 100,000

現金及び現金同等物 661,500 1,013,200

　

（株主資本等関係）

Ⅰ  前第２四半期累計期間（自  平成23年８月１日  至  平成24年１月31日）

（1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年10月21日

定時株主総会
普通株式 22,707 1,000平成23年７月31日平成23年10月24日利益剰余金

（注）  １株当たり配当額には、記念配当350円を含んでおります。

　

（2）基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　　

Ⅱ  当第２四半期累計期間（自  平成24年８月１日  至  平成25年１月31日）

（1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年10月26日

定時株主総会
普通株式 42,781 1,400平成24年７月31日平成24年10月29日利益剰余金

　

（2）基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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（持分法損益等）

  関連会社につきましては、損益等からみて重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ  前第２四半期累計期間（自  平成23年８月１日  至  平成24年１月31日）

  当社は、ソフトウエア受託開発事業の単一セグメントであるため、記載は省略しております。

　

Ⅱ  当第２四半期累計期間（自  平成24年８月１日  至  平成25年１月31日）

  当社は、ソフトウエア受託開発事業の単一セグメントであるため、記載は省略しております。

　

（１株当たり情報）

  １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自  平成23年８月１日
至  平成24年１月31日）

当第２四半期累計期間
（自  平成24年８月１日
至  平成25年１月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 2,213円59銭 684円88銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 50,263 20,593

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 50,263 20,593

普通株式の期中平均株式数（株） 22,707 30,069

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 2,206円20銭 683円36銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 76 67

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

第４回新株予約権（新株予約

権の目的となる株式の数360

株）については、当第２四半期

累計期間においては希薄化効果

を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり四半期純利益の算

定に含めておりません。

－

　

（重要な後発事象）

  該当事項はありません。

　

２【その他】

  該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　

  該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 
 

平成25年３月11日

テックファーム株式会社

取締役会  御中
 

有限責任 あ ず さ 監 査 法 人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 斎    藤       昇      ㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 杉    山    正    樹   ㊞

 

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているテックファーム株

式会社の平成24年８月１日から平成25年７月31日までの第22期事業年度の第２四半期会計期間(平成24年11月１日から平

成25年１月31日まで)及び第２四半期累計期間(平成24年８月１日から平成25年１月31日まで)に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

  四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

  当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

  当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、テックファーム株式会社の平成25年１月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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